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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第２区分
【発行日】平成28年4月21日(2016.4.21)

【公表番号】特表2015-515753(P2015-515753A)
【公表日】平成27年5月28日(2015.5.28)
【年通号数】公開・登録公報2015-035
【出願番号】特願2015-503251(P2015-503251)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｌ  31/054    (2014.01)
   Ｈ０１Ｌ  31/05     (2014.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｌ   31/04     ６２０　
   Ｈ０１Ｌ   31/04     ５７０　

【手続補正書】
【提出日】平成28年3月4日(2016.3.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
　本開示の様々な実施形態及び実施が開示される。開示された実施形態は、例証するため
に提示されるもので、制限するためのものではない。上記の実施及び他の実施は下記の特
許請求の範囲の範囲内である。本開示を、開示されたもの以外の実施形態及び実施により
実行することができることを、当業者は理解するであろう。上記の実施形態及び実施例の
詳細には、本発明の基礎をなす原理から逸脱することなく多くの変更を加える場合がある
ことを、当業者は理解するであろう。本発明は、本明細書に記載される例示的な実施形態
及び実施例によって不当に限定されることを意図せず、また、かかる実施例及び実施形態
はあくまで例示を目的として示されるのみであって、本発明の範囲は本明細書において以
下に記載する特許請求の範囲によってのみ限定されることが意図されることを理解すべき
である。更に、本発明に対する様々な改変及び変形は、本開示の趣旨及び範囲から逸脱す
ることなく当業者にとって明らかとなるであろう。したがって、本出願の範囲は、以下の
特許請求の範囲によってのみ定められるべきものである。本発明の実施態様の一部を以下
の項目［１］－［２６］に記載する。
［１］
　光起電モジュールであって、
　光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した、第１の光起電セルと第
２の光起電セルとを含む複数の光起電セルと、
　少なくとも前記第１の光起電セルと前記第２の光起電セルとを接続する電気的コネクタ
ーと、
　前記第１の光起電セルの少なくとも一部の上に配置された光方向付け媒体と、を含む光
起電モジュール。
［２］
　前記光方向付け媒体が、前記第１の光起電セルの前記少なくとも一部の上と前記第２の
光起電セルの少なくとも一部の上とに位置付けられ、前記光起電セルを含まない区域の少
なくとも一部にわたって延在する、項目１に記載の光起電モジュール。
［３］
　前記光方向付け媒体が、前記電気的コネクターに直接隣接し、かつ／又はこれに接着さ



(2) JP 2015-515753 A5 2016.4.21

れている、項目１又は２のいずれかに記載の光起電モジュール。
［４］
　前記光方向付け媒体が、接着剤によって前記電気的コネクターに接着されている、項目
１～３のいずれかに記載の光起電モジュール。
［５］
　前記接着剤が、ホットメルト接着剤及び／又は感圧接着剤のうちの１つである、項目４
に記載の光起電モジュール。
［６］
　前記電気的コネクターが、コーティングされた銅線である、項目１～５のいずれかに記
載の光起電モジュール。
［７］
　前記光方向付け媒体が、入射光を前記複数の光起電セルのうちの少なくとも１つの前記
光起電セルの光学的に活性な区域に方向付ける、可撓性高分子フィルムである、項目１～
６のいずれかに記載の光起電モジュール。
［８］
　前記可撓性高分子フィルムが、連続的なストリップの形態で提供される、項目７に記載
の光起電モジュール。
［９］
　前記光方向付け媒体が、構造付き主表面の反対側の概して平坦な主表面を含む、項目１
～８のいずれかに記載の光起電モジュール。
［１０］
　反射コーティングを更に含む、項目９に記載の光起電モジュール。
［１１］
　前記光方向付け媒体が、
　概して平面状の可撓性高分子層と、
　構造付き層と
を備える多層構成体である、項目１～８のいずれかに記載の光起電モジュール。
［１２］
　反射コーティングを更に含む、項目１１に記載の光起電モジュール。
［１３］
　前記電気的コネクターを含む前記光起電モジュールの前記部分に入射する光が、前記電
気的コネクターではなく前記光方向付け媒体に入射する、項目１～１２のいずれかに記載
の光起電モジュール。
［１４］
　光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した、第１の光起電セルと第
２の光起電セルとを含む複数の光起電セルを含む光起電モジュールを作製する方法であっ
て、
　光方向付け媒体を前記第１の光起電セルの少なくとも一部に隣接させて配置することを
含む、方法。
［１５］
　前記光方向付け媒体を前記第２の光起電セルに隣接させ、前記光起電セルを含まない区
域の少なくとも一部を通して延在させて配置することを更に含む、項目１４に記載の方法
。
［１６］
　前記第１の光起電セル及び前記第２の光起電セルを電気コネクターに電気的に接続する
ことを更に含む、項目１５に記載の方法。
［１７］
　前記光方向付け媒体が、前記電気的コネクターに直接隣接し、かつ／又はこれに接着さ
れる、項目１４又は１５のいずれかに記載の方法。
［１８］
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　前記光方向付け媒体が、接着剤によって前記電気的コネクターに接着されたフィルムの
連続的なストリップである、項目１４～１６のいずれかに記載の方法。
［１９］
　前記接着剤が、ホットメルト接着剤である、項目１７に記載の方法。
［２０］
　前記光起電モジュールを加熱して、前記接着剤を溶融し前記光方向付け媒体を前記電気
的コネクターに効果的に接着する工程を更に含む、項目１７又は１８のいずれかに記載の
方法。
［２１］
　前記光方向付け媒体が、入射光を前記複数の光起電セルのうちの１つの光学的に活性な
区域に方向付ける可撓性高分子フィルムである、項目１４～２０のいずれかに記載の方法
。
［２２］
　前記光方向付け媒体が、構造付き主表面の反対側の概して平坦な主表面を含む、項目１
４～２１のいずれかに記載の方法。
［２３］
　前記光方向付け媒体が、
　概して平面状の可撓性高分子層と、
　構造付き層と
を備える多層フィルムである、項目１３～２２のいずれかに記載の光起電モジュール。
［２４］
　前記光方向付け媒体が、反射コーティングを更に備える、項目２３に記載の方法。
［２５］
　光起電モジュールを作製する方法であって、
　複数の光起電セルを平面状の表面上に形成すること、ここで、前記複数の光起電セルが
行と列の配列で互いから離間し、隣接した行と列の間の複数の区域が光起電セルを含まな
い、
　電気的コネクターを第１の光起電セルの少なくとも一部の上に配置すること、
　接着剤組成物を前記電気的コネクター上に適用すること、及び
　前記電気的コネクターを含む前記光起電モジュールの前記部分に入射する光が、前記電
気的コネクターではなく光方向付け媒体に入射するように、前記光方向付け媒体を前記接
着剤組成物に隣接させて配置すること、を含む方法。
［２６］
　前記光再方向付け媒体が光起電セルを含まない区域の一部分を通して延在するように、
前記光方向付け媒体を前記第２の光起電セルに隣接させて配置することを更に含む、項目
２５に記載の方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光起電モジュールであって、
　光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した、第１の光起電セルと第
２の光起電セルとを含む複数の光起電セルと、
　少なくとも前記第１の光起電セルと前記第２の光起電セルとを接続する電気的コネクタ
ーと、
　前記第１の光起電セルの少なくとも一部の上に配置された光方向付け媒体と、を含み、
前記光方向付け媒体が可撓性高分子フィルムである、光起電モジュール。
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【請求項２】
　前記光方向付け媒体が、接着剤によって前記電気的コネクターに接着されている、請求
項１に記載の光起電モジュール。
【請求項３】
　前記光方向付け媒体が反射コーティングを更に含む、請求項１に記載の光起電モジュー
ル。
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